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１．はじめに 

インフラの老朽化、少子高齢化等、日本における

インフラ整備をめぐる状況が大きく変化しているこ

とを踏まえ、国総研ではインフラ政策・制度等の国

際比較や国内外の公共投資効果分析手法の高度化等

に関する調査・研究を行っている。 

本稿では、これまでの調査成果から英国・米国の

交通関連公共事業における中長期計画に関する状況

を紹介する。 

２．欧米における中長期計画の状況 

２．１ 英国（イングランド） 

英国（イングランド）における道路分野の政策・

計画等の体系図を図-1に示す。道路分野では、まず

英国交通省が道路整備の基本方針を記した“Action 

for Roads”（計画期間 2015年～2021年）及び道路

投資戦略(RIS：計画期間 2015年～2019年)を策定し

ている。RISを元に、Highways England(HE：英国道

路会社)は、RISに記された目標と事業を実施するた

めの基本方針及びそれを実行するための詳細なプロ

グラムを策定している。 

また RISでは、事業実施に必要な投資額が計上さ

れており、これに基づいて、HEは計画期間内におけ

る効率的な道路整備・管理を行うこととされている。 

なお、社会資本整備全体については、RISなど各省

庁が策定した投資戦略を元に、財務省が「国家イン

フラストラクチャー計画」（NIP：計画期間2015年～

2020年。毎年更新）を策定し、政府の姿勢とインフ

ラ整備計画の全体像を示している。 

２．２ 米国 

 米国における道路分野の政策・計画等の体系図を

図-2に示す。道路交通及び陸上公共交通にかかる長

期的な方針や連邦予算を規定する法律として、

MAP-21が定められている。この法律により、各州政

府が長期州交通計画（LRSTP）や州交通改善プログラ

ム（STIP）を、都市圏計画機構が都市圏長期交通計

画（LRTP）や都市圏交通改善プログラム（TIP）をそ

れぞれ策定し、継続的に実施するように定められて

いる。 

 なお、MAP-21においても RISと同様に、事業実施

に必要な投資額が計上されており、これに基づいて、

各州等に補助金が交付されている。 

 

図-1 英国における道路分野の政策・計画等の体系 

 

図-2 米国における道路分野の政策・計画等の体系 

３．おわりに 

今後も、我が国の社会資本整備計画に関する検討

の参考となるよう、河川など交通以外の分野も含め

て引き続き欧米先進諸国の社会資本整備の中長期計

画の状況について調査を進めていく予定である。 
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１．はじめに 

2015年9月、社会資本整備事業を重点的、効果的か

つ効率的に推進するための第4次社会資本整備重点

計画が策定された。本計画では、ストック効果が最

大限発揮される社会資本整備を目指しており、現在

国総研では、客観的かつ分かりやすいストック効果

の分析・評価手法に関する研究を行っている。 

本稿では、公表されている統計データを活用した

ストック効果の分析例を紹介する。 

２．ストック効果に関連する統計データの整理 

 関係省庁の統計サイト等から、ストック効果に関

連すると考えられるデータ項目を抽出し、人口、雇

用・労働、生活・環境、消費、企業立地件数などの

分類ごとに、統計名、調査年度、集計単位等の基礎

情報を整理した。また、社会資本整備に関するデー

タ項目についても国土交通省の統計サイトを中心に、

道路、河川、都市分野ごとに、同様に項目立てし、

整理した。（表参照） 

表 ストック効果に関連するデータ項目の一例 

 
３．ストック効果と社会資本整備の関連性分析 

２．で整理したデータを用いて、ストック効果と

社会資本整備に関するデータの関連性分析を行った

一例を示す。（図参照）本図は、全都道府県を対象

にデジタル道路地図より算出した、各都道府県庁か

らその他の全県庁までの年代別（1980、1990、2000

年代）の所要時間短縮率の平均値を横軸に、各都道

府県の同年代の製造品出荷額の伸び率を縦軸にし、

両者の関係を散布図形式で分析したものである。 

全体を俯瞰すると、各都道府県庁間の所要時間が

短縮される（道路整備が進捗する）ほど、製造品出

荷額が伸びる傾向が見られる。その一方、分布には

バラツキが大きく、これは製造品出荷額の伸びが道

路整備の進捗だけに起因するものではないためであ

ると考えられる。そのため、分析結果の適正な評価

手法の構築にあたっては、各都道府県の地域特性を

含めた他の要因についても考慮していく必要がある。 

 

図 各都道府県間の所要時間短縮率と製造品出荷額

の伸び率との関連性分析 

４．おわりに 

より多様なストック効果を適正に分析・評価を行

うためには、ストック効果に関連するデータ項目を

一層充実させるとともに、分析対象範囲を市町村や

さらに細分化した地域メッシュ単位で行う必要があ

る。今後は上記観点も含め引き続き研究を進めてい

く予定である。 

項目 データ項目名 統計調査名 実施機関 調査頻度、実施年度
人口 国勢調査／人口推計 総務省統計局 1920年～2015年
人口移動 住民基本台帳 総務省統計局 1954年～2015年、1年毎
世帯数 国勢調査 総務省統計局 1920年～2010年、5年毎
有効求人倍率 一般職業紹介状況 厚生労働省 1980年～2015年
完全失業率 労働力調査 総務省統計局 1954年～2015年
総住宅数 住宅・土地統計調査 総務省 ～2013年
スポーツ施設数 体育・スポーツ施設現況調査 文部科学省 2008年
ホテル客室稼働率 国際会議統計 観光庁 2006年～2014年、1年毎
観光入込数 観光地点等入込客数調査 観光庁 2010年～2015年

所得 個人可処分所得 県民経済計算 内閣府 1955年～2012年
製造品出荷額 工業統計調査 経済産業省 1997年～2014年
コンビニストア店舗数 月刊コンビニ 商業界 2007年～2015年
新規工場立地件数 工場立地動向調査 経済産業省 1967年～2015年

研究所立地件数 工場立地動向調査 経済産業省 2014年

民間投資 民間住宅投資 県民経済計算 内閣府 1955年～2012年

税関別輸出額 貿易統計 財務省 1988年～2015年

税関別輸入額 貿易統計 財務省 1988年～2015年

地価　税収 市街化区域住宅価格 公示地価 国土交通省 ～2015年、1年毎

生活・環境

企業生産活動

人口

雇用・労働

消費

輸出入

企業立地件数
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